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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。  

なお、第43期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当

たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第３四半期連結
累計期間

第44期
第３四半期連結

累計期間

第43期
第３四半期連結

会計期間

第44期 
第３四半期連結 

会計期間
第43期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日 
至  平成22年 
    12月31日

自  平成21年
    10月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自  平成22年 
    10月１日 
至  平成22年 
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ３月31日

売上高 (千円) 10,621,305 11,731,907 3,755,929 3,880,684 15,679,337 

経常利益又は経常損失
(△) 

(千円) △181,903 386,583 65,230 143,509 300,414 

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△) 

(千円) △224,220 148,806 20,539 93,058 190,649 

純資産額 (千円) ― ― 13,777,648 14,182,525 14,271,060 

総資産額 (千円) ― ― 21,550,827 21,768,579 22,040,686 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 2,377.10 2,435.24 2,461.36 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額又は
四半期純損失金額(△) 

(円) △43.70 29.01 4.00 18.14 37.16 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 56.6 57.4 57.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 809,954 486,350 ― ― 1,025,906 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △560,846 △291,517 ― ― △422,760

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 271,278 23,940 ― ― △250,059

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― ― 2,166,931 2,208,366 2,013,036 

従業員数 (名) ― ― 748 776 771 
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人数(１日７時間15分換算)であ

ります。 

３ 臨時従業員は、パートタイマー従業員であり、派遣社員を除いております。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人数(１日７時間15分換算)でありま

す。 

３ 臨時従業員は、パートタイマー従業員であり、派遣社員を除いております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 776(71) 

 平成22年12月31日現在

従業員数(名) 423(41) 
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第２ 【事業の状況】 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日)を適用しております。  

 なお、これによるセグメント区分の変更がないため、前年同四半期比を省略しておりません。 

  

(1) 生産実績 

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．金額は、販売見込価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

分析機器事業 1,863,355 ＋8.1

半導体事業 1,194,180 ＋19.0

自動認識事業 89,978 △39.2

合計 3,147,514 ＋9.5

セグメントの名称 受注高(千円) 前年同四半期比 
(％) 

受注残高(千円) 前年同四半期比 
(％) 

分析機器事業 2,678,791 △9.1 783,857 △23.1

半導体事業 1,026,848 △18.8 1,132,556 ＋2.4

自動認識事業 168,945 ＋55.8 51,881 ＋74.3

合計 3,874,584 △10.3 1,968,294 △8.7
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(3) 販売実績 

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  
(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日～平成22年12月31日)におけるわが国経済は、中国をは

じめとする新興国市場の需要拡大や、政府の景気対策効果もあり、個人消費に一部回復の傾向が見られ

たものの、長期化する円高や、欧米の景気減速懸念などの影響により、景気は足踏み状態で推移し、依

然として不透明な状況が続きました。 

 このような経営環境のなか売上高につきましては、分析機器事業、半導体事業ともわずかに前年同期

を上回り、3,880百万円(前年同期比3.3％増)となりました。 

 損益につきましては、引き続きコスト削減に取り組み、分析機器事業の自社製品が伸びたことや、好

調な半導体事業に支えられ、営業利益は 154百万円(前年同期比 191.2％増)、経常利益は 143百万円

(前年同期比 120.0％増)、四半期純利益は 93百万円(前年同期比 353.1％増)と、いずれも前年同期か

らは改善された結果となりましたが、本格的な業績の回復には至りませんでした。 

  

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

分析機器事業 2,610,117 ＋3.1

半導体事業 1,128,093 ＋2.4

自動認識事業 142,474 ＋15.2

合計 3,880,684 ＋3.3

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  
第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日)を適用しております。  

 なお、これによるセグメント区分の変更がないため、前年同期比を省略しておりません。 

  
(分析機器事業) 

分析機器事業の当第３四半期連結会計期間におきまして、第２四半期連結会計期間に引き続き自社

製品の売上高は前年同期を上回り、海外では人気の高い自社ブランド消耗品「イナートファミリーシ

リーズ」が好調に推移しました。しかし国内では依然国内経済の低迷による景気の先行き懸念などの

影響を受け、売上高全体では前年同期比微増となりました。 

 消耗品につきましては、LC充填カラムなど自社製品が順調に推移しましたが、他社商品は伸び悩

み、消耗品全体では前年同期比 ほぼ横ばいとなりました。 

 装置につきましては、自社製品は自社バイオ関連などが伸びましたが、他社商品は低調に推移し、

装置全体では前年同期をわずかに上回りました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は 2,610百万円(前年同期比 3.1％増)、営業利益は 

73百万円(前年同期比 110.7％増)となりました。 

  
(半導体事業) 

半導体業界におきましては、第２四半期連結会計期間に需給懸念が強まったパソコン用DRAM価格

は、第３四半期後半にかけて一段と下落する展開となりました。一方、多機能携帯電話やタブレット

型端末に使われるメモリー価格は堅調に推移するなど、企業間の収益環境に変化が見られるようにな

りました。 

 このような状況の中、当第３四半期連結会計期間の売上高は顧客の設備投資の抑制や在庫調整が継

続する影響などから、第２四半期連結会計期間と比較して微増にとどまりました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は 1,128百万円(前年同期比 2.4％増)、営業利益は 

103百万円(前年同期比 225.1％増)となりました。 

  
(自動認識事業) 

当事業に関係の深い警備機器関連及び入退室管理機器関連の業界では、自動認識技術への注目度が

高く、さまざまな形態での新製品が多く見受けられるものの、市場間競争の激化などにより、低価格

化が進み厳しい状況となりました。 

 このような状況の中、売上高では前年同期を上回ったものの、高付加価値製品が伸び悩み、営業損

益では下回る結果となりました。システム部門では引き続き、小規模の増設作業及びリプレイス作業

に留まり大幅な減収となりました。 

 デバイス部門では、スマートフォンにも搭載された非接触NFCチップをいち早く製品化した機器組

込型NMシリーズ、壁付けタイプのXR01系シリーズは、堅調に推移しました。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は 142百万円(前年同期比 15.2％増)、営業損失は 

21百万円(前年同期は営業損失 13百万円)となりました。 
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(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、受取手形及び売掛金の減少などにより、前連結会計年度末

に比べ272百万円減少し21,768百万円となりました。負債は、役員退職慰労引当金の減少や長期借入金

の増加などにより、183百万円減少し7,586百万円となりました。また、純資産は、利益剰余金の減少な

どにより、88百万円減少し14,182百万円となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末と比べ142

百万円減少し2,208百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益148百万円、減価償却費169百万

円、賞与引当金の減少額208百万円などにより、183百万円の収入(前年同期比15百万円の収入増)となり

ました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出117百万円などにより、151百

万円の支出(前年同期比208百万円の支出増)となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出257百万円、長期借入れによる

収入200百万円などにより、157百万円の支出(前年同期比331百万円の支出増)となりました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は193百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,380,000 

計 22,380,000 

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容

普通株式 5,595,000 5,595,000 東京証券取引所 
(市場第二部) 

単元株式数は100株でありま
す。 

計 5,595,000 5,595,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成22年12月31日 ― 5,595,000 ― 1,207,795 ― 1,751,219 
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(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

① 【発行済株式】 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式31株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注)  最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

  平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式) 
普通株式 464,800 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式5,129,200 51,292 ―

単元未満株式 普通株式  1,000 ― ―

発行済株式総数 5,595,000 ― ―

総株主の議決権 ― 51,292 ―

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
ジーエルサイエンス株式
会社 

東京都新宿区西新宿
六丁目22番１号 464,800 ― 464,800 8.31 

計 ― 464,800 ― 464,800 8.31 

２ 【株価の推移】

月別 平成22年 
４月 

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

 
10月

 
11月

 
12月

最高(円) 1,049 1,090 1,075 1,041 989 1,009 950 986 985 

最低(円) 984 960 957 961 925 942 922 908 930 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31

日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズにより四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,719,673 3,494,627

受取手形及び売掛金 ※2  5,063,535 5,715,337

有価証券 20,394 －

商品及び製品 1,169,283 1,032,188

仕掛品 1,003,378 1,145,433

原材料及び貯蔵品 1,402,695 1,054,392

その他 332,773 394,839

貸倒引当金 △16,526 △18,854

流動資産合計 12,695,208 12,817,964

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  2,788,271 ※1  2,915,903

土地 3,300,421 3,300,421

その他（純額） ※1  1,479,947 ※1  1,490,578

有形固定資産合計 7,568,640 7,706,904

無形固定資産 77,155 94,147

投資その他の資産   

その他 1,449,744 1,457,955

貸倒引当金 △22,169 △36,284

投資その他の資産合計 1,427,575 1,421,671

固定資産合計 9,073,371 9,222,722

資産合計 21,768,579 22,040,686

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※2  2,143,843 2,253,249

短期借入金 2,526,712 2,618,340

未払法人税等 15,001 209,219

賞与引当金 152,056 376,796

役員退職慰労引当金 － 251,630

その他 577,470 402,567

流動負債合計 5,415,084 6,111,802

固定負債   

長期借入金 1,367,497 1,076,359

退職給付引当金 275,045 162,801

役員退職慰労引当金 62,666 64,729

資産除去債務 3,700 －

負ののれん 3,025 3,867

その他 459,035 350,065

固定負債合計 2,170,970 1,657,823

負債合計 7,586,054 7,769,626
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,207,795 1,207,795

資本剰余金 1,819,711 1,819,711

利益剰余金 10,553,333 10,558,431

自己株式 △508,890 △508,890

株主資本合計 13,071,949 13,077,048

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △12,156 △32,969

繰延ヘッジ損益 △153,216 △51,621

土地再評価差額金 △346,316 △346,316

為替換算調整勘定 △67,085 △18,943

評価・換算差額等合計 △578,775 △449,851

少数株主持分 1,689,350 1,643,863

純資産合計 14,182,525 14,271,060

負債純資産合計 21,768,579 22,040,686
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 10,621,305 11,731,907

売上原価 7,397,902 7,859,989

売上総利益 3,223,403 3,871,917

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 1,043,765 1,044,387

賞与引当金繰入額 72,890 74,832

退職給付引当金繰入額 124,116 114,023

役員退職慰労引当金繰入額 14,665 14,892

その他 2,141,748 2,215,121

販売費及び一般管理費合計 3,397,186 3,463,257

営業利益又は営業損失（△） △173,783 408,660

営業外収益   

受取利息 5,455 3,184

受取配当金 6,736 12,405

為替差益 2,310 －

為替予約評価益 － 12,204

負ののれん償却額 842 842

受取保険金 26,043 －

助成金収入 15,532 －

持分法による投資利益 8,527 11,488

その他 16,080 40,506

営業外収益合計 81,527 80,630

営業外費用   

支払利息 45,910 39,190

為替差損 － 44,573

為替予約評価損 29,717 －

その他 14,020 18,943

営業外費用合計 89,647 102,707

経常利益又は経常損失（△） △181,903 386,583

特別利益   

固定資産売却益 － 30

貸倒引当金戻入額 937 4,333

投資有価証券売却益 － 18,658

会員権売却益 － 1,000

特別利益合計 937 24,021

特別損失   

固定資産除却損 7,228 7,201

投資有価証券評価損 111,973 105,229

割増退職金 3,461 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,043

その他 1,000 2,150

特別損失合計 123,663 119,624

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△304,629 290,980
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

法人税、住民税及び事業税 18,171 13,408

法人税等調整額 △47,231 50,567

法人税等合計 △29,060 63,976

少数株主損益調整前四半期純利益 － 227,003

少数株主利益又は少数株主損失（△） △51,348 78,197

四半期純利益又は四半期純損失（△） △224,220 148,806
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 3,755,929 3,880,684

売上原価 2,587,754 2,586,534

売上総利益 1,168,174 1,294,150

販売費及び一般管理費   

給料及び手当 344,036 347,430

賞与引当金繰入額 78,583 74,832

貸倒引当金繰入額 1,219 324

退職給付引当金繰入額 38,396 34,392

役員退職慰労引当金繰入額 4,805 5,393

その他 648,080 677,298

販売費及び一般管理費合計 1,115,121 1,139,672

営業利益 53,052 154,477

営業外収益   

受取利息 1,586 832

受取配当金 2,840 3,801

為替予約評価益 23,243 6,542

負ののれん償却額 280 280

受取保険金 2,452 －

持分法による投資利益 5,323 3,064

その他 7,039 9,366

営業外収益合計 42,766 23,888

営業外費用   

支払利息 14,668 12,622

為替差損 10,842 16,620

その他 5,077 5,613

営業外費用合計 30,588 34,855

経常利益 65,230 143,509

特別利益   

固定資産売却益 － 30

特別利益合計 － 30

特別損失   

固定資産除却損 2,871 3,273

投資有価証券評価損 15,861 △8,210

割増退職金 319 －

その他 － 450

特別損失合計 19,052 △4,487

税金等調整前四半期純利益 46,177 148,028

法人税、住民税及び事業税 5,607 5,668

法人税等調整額 17,623 19,480

法人税等合計 23,231 25,149

少数株主損益調整前四半期純利益 － 122,878

少数株主利益 2,406 29,819

四半期純利益 20,539 93,058
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△304,629 290,980

減価償却費 536,071 483,861

負ののれん償却額 △842 △842

賞与引当金の増減額（△は減少） △181,063 △224,740

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,593 △16,442

受取利息及び受取配当金 △12,191 △15,589

支払利息 45,910 39,190

割増退職金 3,461 －

売上債権の増減額（△は増加） 134,738 637,019

たな卸資産の増減額（△は増加） 211,230 △368,813

仕入債務の増減額（△は減少） 88,436 △172,946

その他 472,915 53,860

小計 987,445 705,537

利息及び配当金の受取額 10,606 18,015

利息の支払額 △45,675 △39,137

割増退職金の支払額 △3,461 －

法人税等の支払額 △138,958 △198,064

営業活動によるキャッシュ・フロー 809,954 486,350

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,640,298 △878,539

定期預金の払戻による収入 1,414,452 848,823

有形固定資産の取得による支出 △342,121 △268,705

有形固定資産の売却による収入 15 200

無形固定資産の取得による支出 △16,522 △3,284

投資有価証券の取得による支出 △34,428 △59,656

投資有価証券の売却による収入 － 51,120

貸付けによる支出 △8,040 －

貸付金の回収による収入 5,208 6,564

その他 60,888 11,961

投資活動によるキャッシュ・フロー △560,846 △291,517

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,125,332 △438,500

長期借入れによる収入 － 1,300,000

長期借入金の返済による支出 △579,987 △663,846

自己株式の取得による支出 △27,078 －

子会社の自己株式の取得による支出 － △332

リース債務の返済による支出 △14,629 △18,561

配当金の支払額 △231,957 △154,069

少数株主への配当金の支払額 △401 △749

財務活動によるキャッシュ・フロー 271,278 23,940

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3,109 △23,442

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 517,278 195,330

現金及び現金同等物の期首残高 1,649,652 2,013,036

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,166,931 ※  2,208,366
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【継続企業の前提に関する事項】 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

 
  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

会計処理基準に関する事項の変更 

１．「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を

適用しております。 

 これによる損益に与える影響及び当会計基準の適用開始による資産除去債務の変動額は軽微であります。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法の変更 

 第１四半期連結会計期間より、その他有価証券の評価方法については、従来、総平均法によっておりました

が、移動平均法に変更しております。  

 この変更は、有価証券売却による売却損益の把握をより迅速かつ適時に行うことを目的としたものでありま

す。  

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

(四半期連結損益計算書関係) 

１．「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)

の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示して

おります。 

２．前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「受取保険金」(当第３四半期連結累計期間

11,322千円)は、営業外収益の100分の20以下になったため、営業外収益の「その他」に含めて表示してお

ります。 

 

当第３四半期連結会計期間 
(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

(四半期連結損益計算書関係) 

１．「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号)

の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示して

おります。 

２．前第３四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「受取保険金」(当第３四半期連結会計期間

2,697千円)は、営業外収益の100分の20以下になったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しており

ます。 
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【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。 

 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

１．当社は、平成22年11月に適格退職年金制度を確定給付企業年金制度へ移行しております。 

 なお、本移行に伴う過去勤務債務は74,466千円であり、当該過去勤務債務は、発生時における従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数(３年)による定額法により按分した額を、発生年度から費用の減額処理して

おります。 

   本移行による損益に与える影響は軽微であります。 

２．連結子会社テクノクオーツ株式会社は従来、退職給付制度として適格退職年金制度を採用しておりました

が、平成22年８月に同適格退職年金を解約し、平成22年10月より中小企業退職金共済制度及び退職一時金制

度との併用に移行しております。 

 本移行による損益に与える影響は軽微であります。 

 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日) 

 
※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

 なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれて

おります。  

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 7,933,714千円

受取手形 137,744千円

支払手形 282,558千円
 

           ――――――― 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 7,651,535千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  

至  平成22年12月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数 

 
  

２．自己株式の種類及び株式数 

 
  

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高 

該当事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

５．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

前第３四半期連結累計期間 
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 3,892,091千円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,725,160千円

現金及び現金同等物 2,166,931千円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 3,719,673千円

預入期間が３か月超の定期預金 △1,511,306千円

現金及び現金同等物 2,208,366千円

株式の種類 当第３四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 5,595,000 

株式の種類 当第３四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 464,831 

決議 株式の種類 配当金の総額 
(千円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 153,905 30 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法は、製品別売上計上区分と事業展開の経過に基づき、市場・技術・事業形態を考慮して決

定しております。 

２ これら事業区分に属する主要製品は次のとおりであります。 

(1) 分析機器事業・・・・・・・ ガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフ装置等 

(2) 半導体事業・・・・・・・・ 半導体用石英治具及び材料、光学研磨、分光光度計用石英セル等 

(3) 自動認識事業・・・・・・・ 非接触ICカード及びその周辺機器 

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法は、製品別売上計上区分と事業展開の経過に基づき、市場・技術・事業形態を考慮して決

定しております。 

２ これら事業区分に属する主要製品は次のとおりであります。 

(1) 分析機器事業・・・・・・・ ガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフ装置等 

(2) 半導体事業・・・・・・・・ 半導体用石英治具及び材料、光学研磨、分光光度計用石英セル等 

(3) 自動認識事業・・・・・・・ 非接触ICカード及びその周辺機器 

  

 分析機器事業 
(千円) 

半導体事業 
(千円) 

自動認識事業
(千円) 

計
(千円)

消去又は全社 
(千円) 

連結
(千円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 2,530,870 1,101,383 123,675 3,755,929 ― 3,755,929 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 20,037 ― 20,037 (20,037) ―

計 2,530,870 1,121,420 123,675 3,775,966 (20,037) 3,755,929 

営業利益又は営業損失(△) 34,799 31,735 △13,209 53,324 (272) 53,052 

 分析機器事業 
(千円) 

半導体事業 
(千円) 

自動認識事業
(千円) 

計
(千円)

消去又は全社 
(千円) 

連結
(千円)

売上高    

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 7,585,925 2,572,351 463,029 10,621,305 ― 10,621,305 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 4 57,665 ― 57,669 (57,669) ―

計 7,585,929 2,630,016 463,029 10,678,975 (57,669) 10,621,305 

営業利益又は営業損失(△) △28,018 △143,914 △3,744 △175,677 1,894 △173,783
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【所在地別セグメント情報】 

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累

計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北 米 ・・・・・・・・ 米国、カナダ 

(2) アジア ・・・・・・・・ 中国、インド、シンガポール等 

(3) その他の地域 ・・・・・ ドイツ、オランダ、イギリス等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北 米 ・・・・・・・・ 米国、カナダ 

(2) アジア ・・・・・・・・ 中国、インド、シンガポール等 

(3) その他の地域 ・・・・・ ドイツ、オランダ、イギリス等 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 北 米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 297,006 365,972 68,576 731,556 

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 3,755,929 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

7.9 9.7 1.9 19.5 

 北 米 アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 632,871 929,497 195,089 1,757,458 

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― ― 10,621,305 

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

6.0 8.8 1.7 16.5 
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【セグメント情報】 

(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

 当社グループは、事業の種類別単位で、日本及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開してお

ります。 

 したがって、当社は、「分析機器事業」、「半導体事業」及び「自動認識事業」の３つを報告セグメン

トとしております。 

 「分析機器事業」は、ガスクロマトグラフ及び液体クロマトグラフ製品等の製造・販売を行っておりま

す。「半導体事業」は、半導体用石英治具、光学研磨及び分光光度計用石英セル製品等の製造・販売を行

っております。「自動認識事業」は、非接触ＩＣカード及びその周辺機器製品の製造・販売を行っており

ます。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) １ セグメント利益の調整額△2,234千円は、セグメント間取引消去であります。  

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

   (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額 
(注)１

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

分析機器事業 半導体事業 自動認識事業 計

売上高    

  外部顧客への売上高 7,745,663 3,502,806 483,437 11,731,907 ― 11,731,907 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 4 65,635 1,695 67,335 △67,335 ―

計 7,745,667 3,568,442 485,132 11,799,242 △67,335 11,731,907 

セグメント利益 
又は損失(△) 

151,258 280,578 △20,942 410,894 △2,234 408,660 
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当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日) 

 
(注) １ セグメント利益又は損失の調整額△271千円は、セグメント間取引消去であります。  

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(金融商品関係) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

  

(資産除去債務関係) 

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動が認められません。 

  

(賃貸等不動産関係) 

該当事項はありません。 

  

   (単位：千円)

 

報告セグメント
調整額 
(注)１

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

分析機器事業 半導体事業 自動認識事業 計

売上高    

  外部顧客への売上高 2,610,117 1,128,093 142,474 3,880,684 ― 3,880,684 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

― 23,329 657 23,987 △23,987 ―

計 2,610,117 1,151,423 143,131 3,904,672 △23,987 3,880,684 

セグメント利益 
又は損失(△) 

73,337 103,166 △21,754 154,748 △271 154,477 
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(１株当たり情報) 

１．１株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

 
  
２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

第３四半期連結累計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎 

  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日) 

 
 2,435.24円

 

2,461.36円

項目
当第３四半期 
連結会計期間末 

(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 14,182,525 14,271,060 

普通株式に係る純資産額(千円) 12,493,174 12,627,197 

差額の主な内訳(千円) 

  少数株主持分 1,689,350 1,643,863 

普通株式の発行済株式数(株) 5,595,000 5,595,000 

普通株式の自己株式数(株) 464,831 464,831 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株) 

5,130,169 5,130,169 

前第３四半期連結累計期間 
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

１株当たり四半期純損失金額(△) △43.70円

 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株
式が存在しないため記載しておりません。 

 

１株当たり四半期純利益金額 29.01円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 

項目
前第３四半期連結累計期間 
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年12月31日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益 
又は四半期純損失(△)(千円) 

△224,220 148,806 

普通株式に係る四半期純利益 
又は四半期純損失(△)(千円) 

△224,220 148,806 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 5,131,091 5,130,169 

― 25 ―



  
第３四半期連結会計期間 

  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(リース取引関係) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間 
(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額 4.00円

 

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

１株当たり四半期純利益金額 18.14円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目
前第３四半期連結会計期間 
(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自  平成22年10月１日 
至  平成22年12月31日) 

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 20,539 93,058 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 20,539 93,058 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 5,130,169 5,130,169 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年２月８日

ジーエルサイエンス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジ

ーエルサイエンス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジーエルサイエンス株式会社及び連結子会

社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士    木    間    久    幸    印 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士    町    田    眞    友    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 





  
平成23年２月７日

ジーエルサイエンス株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジ

ーエルサイエンス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジーエルサイエンス株式会社及び連結子会

社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士    木    間    久    幸    印 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士    町    田    眞    友    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 


